



























































































































70年 75年79年 85年 89年93年 70年 75年79年85年89年93年
北海道 99．7 86．665．192．038．468．6 北海道 98298．299．094．7 48．158．0
日目 99．999．199498．097．7975 東北 96．7 99．9100．098．294．9955
北陸 98．2 99．0 99．88．1 94．1915 北陸 100．098．899．498．28L37L6
中国 99599．498．793．088．975．8 中国 96．996．397．186．88L978．5
四国 99．9100．099．998．8 97．796．1 四国 100．096．096983．785．8 90．1
九州 99．797．995．7 67．2 56．9405 九州 92．194．18650．436．0 23．9




















89年調査 93年調査 89年調査 93年調査
輸出量 地元化率 輸出量 地元化率 輸入量 地元化率 輸入量 地元化率
苫小牧 騨 一 569730．93 口 「 2243341．70
新潟 1845 1294667 3．41 4835 8．261310015．50
伏木富山／金沢 曹 曜 5889 4．31 謄 軸 847910．03
敦賀／舞鶴／境 一 一 7912 2．74 璽 軸 2135 1．49
清水／四日市 11946819．1820134629．796453019．788045619．32
広島／徳山下松 騙 一 4275710．30 一 旧 6849 4．07
今治 口 一 2736 2．85 一 「 1259 1．45
関門／博多 14292139．3120635748．0012761762．2128354073．64













































































































































































































83年 84年85年 86年 87年 88年9 90年91年 92年93年94年
隻数 779794809 805脚 881918952 9701 281046H47
TEU数（1000TEU）91610101111135｝220135214421527 1645181219312159
















































































































北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄
輸出貨物 O．3 3．0 28．2 2．9 29．2 19．2 9．2 2．0 5．8 0．0
輸入貨物 1．1 2．0 36．1 1．8 18．6 26．8 3．9 1．8 7．3 0．6
表1に同じ
3．荷主の物流体制・戦略の変化
海運、陸運を問わず物流業界において国内輸送の短縮化傾向が見られる背景
には先述したように物流業界固有の論理が働いている。しかしもともと物流業
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とは貨物の持ち主である荷主の要請に応じて貨物を空間的に移動させる（輸送）
あるいは貨物の需給の時間的ズレを解消すること（保管）が基本的業務である。
つまり元来、荷主の意図に沿って輸送や保管等の物流業務は行われるものであ
る。そうであるならば、メーカーを中心とした荷主側の生産の論理を見ること
が必要である。
メーカーを中心とした荷主側において80年代以降、物流体制の変化＝物流の
直接管理組織の構築と、それと対応した物流戦略の変化＝トータル・コストの
削滅と物流を通した企業の全般管理が一般に見られるようになってきている。
この変化の直接的な背：景としては急激な円高の進行と定着がある。85年9月の
プラザ合意以降の急激な円高の進展とその定着および90年代におけるさらなる
円高傾向によって国内生産拠点の価格面での国際競争力が大幅に低下したこと
はよく知られているとおりである。国内各メーカーはこの円高に対して当初、
生産コストの削減で対応し、それはある程度成功したが、もはやこれ以上の生
産コストの削減は困難な状態に陥っている。そこで注目されているのが物流コ
ストの削減である。この動きの中には物流そのものを企業活動の全般管理とし
て捉え直しトータル・コストの削減を図る企業も一部では見られる。もう1つ
の背景は円高の進展・定着とも関連する国内メーカーの海外生産の本格化であ
る。海外生産の本格化は工場内物流あるいは調達物流の国際化という事態をも
たらしている。このことは生産管埋の遠隔地化あるいは国境を越えた生産管理
という問題を生み出しており、大メーカーを中心に従来のような商社任せ、フォ
ワーダー任せの物流体制からメーカーによる国境を越えた生産の直接管理体制
へと転換する傾向が見られる。
　またコンテナリゼーションの進展によって、港湾物流はかなりの程度簡単化
されている、あるいは簡単化されつつある。インランド・デポあるいは工場内
におけるバンニング／デバンニングによって港湾はコンテナ貨物の単なる通過
点となりつつある。大荷主である大メーカーが比較的自由に利用港湾を選択で
きるようになった背景には大メーカーの取扱貨物が膨大であること（それによっ
てコンテナ船の配船誘致が比較的行いやすいこと）とともに、従来、煩雑で特
一127一：一
772
殊イ乍業が必要であった港湾荷役がコンテナ化によって簡一単化していることがあ
げられる。コンテナ化による荷役作業の簡便化によって大荷主にとっては5大
港等既に国際物流機能が高度に集積している港湾を必ずしも利用する必要はな
く、港湾利用の選択肢が広くなっているのである。その結果、地方圏に立地す
る大荷主（メーカーおよびその工場）はわざわざ遠隔地にある5大港を利用し
なくても近接した地方港を利用できることになる。このことは地方圏貨物の地
元地方時利用を促進する要因となるが、逆にその限界をももたらす。第1に、
すでに物流業界の変化のところで述べたこととも関連する点として、より国内
輸送を短縮化しようとする動きは荷主のコスト削滅戦略の反映として現れてい
るのであり、したがって荷主は国際物流活動を行う場合になるべく直近の港を
選択する。その結果、当該地方港で遠隔地の貨物を集荷することは極φて困難
となる。第2に、少なくとも現在、地方港利用のメリットはほとんど国内輸送
の短縮によるコスト面での有利さのみであることに関するものである。コスト
面での有利さは先述したコンテナ化に伴う港湾物流の簡便化によってもたらさ
れたものであるが、インランド・デポや工場内でバンニング／デバンニングさ
れるFCL貨物はともかくとして、荷役に際して特殊技術やノウハウが必要な
貨物やコンテナ1本に満たない貨物（LCL貨物）を取り扱うことは依然とし
て難しい。事実、地方港の多くがLCL貨物の混載業務を行っていない。これ
らLCL貨物は5大港を中心とした「中枢国際港湾」で処理されるケースがほ
とんどである。いわばコンテナ貨物の荷役業務の難易度に対応して港湾利用の
差別化が行われている。即ち、コスト面を重視する貨物は近接する地方港を利
用し、混載等のサービス面を重視する貨物は5大港等を利用するというのが現
状である。1》したがって中小企業の貨物あるいは少量多頻度輸送を必要とす
る貨物に関しては大量多頻度輸送対応の地方港では処理は困難である。
　また地方港はしだいにコンテナ港として地方の荷主のための港になりつつあ
るが、より正確に言うならば、地方港は主に地方の大荷主の港として機能して
nコンテナ貨物荷役作業の差別化とそれに対応した港湾間階層的分業については津守貴
之〔1995a］、　〔1995c］において指摘しているとおりである。
一128一
地方港の「国際化」　773
表6　地方港の「国際化」一促進要因（条件）と進展阻害要因
施設
?
流
業
?
????
????
荷主
「国際化」促進要因
地方港整備の進展
1）四全総
：外貿拠点の地方分散化
：「多極分散型国土の形成」の一環
2）第9次港湾整備計画
：「大交流時代における港湾」
：「地域国際流通港湾」、　「中核国
　際港湾」の整備
☆配船港選択の柔軟性の向上
L盟外船社による地方港配船
2，中小型コンテナ船によるアジア近
　海輸送の活発化
「国際化」田子阻害要因
港湾施設整備規模の小ささ
（バース、クレーン、水深等）
：整備計画における地方港の位置づけに対応
　　　　　t
地方圏貨物の少なさ
☆国際支線サービス港への特化
：船型の大型化（パナマックス型からオーバー・
パナマックス型へ）＋地方圏貨物の少なさ
→幹線航路誘致困難
1，海運同盟弱体化による船岡問競争の激化→船二間提携及び航路の再編
→（1）より効率的な配船の必要性（コストとサービスの両立〉
　（2）サービス差別化：1）幹線サービス、2）支線サービス
2．内航輸送コストの高さ
1．地方圏一5大港間輸送の困難化
2地方圏陸運業者の国際物流業務へ
の参入（国際貨物の集荷・保管等）
1．他地域貨物の取り扱い困難
2．地方圏貨物の少なさ
一→1）地元貨物のみの国際物流業務拡大は困難
十2）国際物流業務の質的集積困難
1．長距離輸送コストの上昇：物流2法の施行、高速料金の高さ・上昇
→近距離輸送の利益率の相対的上昇
→長距離から近距離への陸運業者の業務の転換
2．陸送コストの一般的上昇：道交法改正に伴う過積載規制の強化等
・部品輸出・製品輸入の増加
1）地方圏工場からの部品の直接輸出
2）地方圏市場への製品の直接輸入
（FAZによる輸入の空間的経路の拡
大政策）
L大荷主依存型物流（特に輸出）
：大荷主の企業戦略の影響大
2地方圏貨物の少なさ＝取扱品目の少なさ
3通過地点としての港湾
→国際物流業務の質的集積困難
・海外生産（商社を含む）の進展
1）自社物流の拡大、2）物流経路の潜在的流動化、3）多頻度少量輸送の要請
☆工場近接型輸出（入）物流と消費密着型輸入物流の一般化
：国内物流を極力削減一割高な国内物流コスト
　　　　　　　　　　＋国際競争力回復のためのコスト削減
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いるのである。地方港におけるベース・カーゴの状況を見るならば、このこ
．とは一目瞭然である。例えば、広島港では輸出コンテナ貨物全体に占める輸送
機械の比率は91％であり、この大部分が広島県に立地する自動車メーカーの関
連貨物である。境港港では同じく輸出コンテナ貨物全体に占める紙の比率が
98％とほとんどであり、これは鳥取県に立地する製紙メーカーの貨物である。
また比較的規模の大きな博：多港においても輸出コンテナ貨物全体のなかでタイ
ヤ・ゴムが57％、その他機械が17％、輸送機械が10％となっており、それぞれ
福岡県、熊本県に立地するタイヤ・メーカー、家電メーカー、二輪車メーカー
の輸出貨物がその大部分を占めている。1｝
　このように見てくるならば、地方港の「国際化」を直接に促進しているベー
ス・カーゴは後背地の大企業の貨物であるケースが多く、その意味では地方港
は現在のところ、地場中小企業の港というよりは大企業の、いわば「インダス
トリアル・ポート」であると言えよう。
結語
今まで国内的要因を中心に地方港の「国際化」を推し進めている要因を分析
してきた。そしてそれが同時に地方港のさらなる「国際化」を阻害する要因で
もあることを明らかにしてきた。本稿を終わるにあたって現在の日本め地方港
の「国際化」の性格規定を階層構造的視角から行うとともに、発展段階的視角
と「対等な港湾間関係論」を本論の内容にもとづいて検討してみよう。
地方港の「国際化」は、第1に国内における港湾問の機能分担＝階層化の再
編成という側面を持つものである。即ち、地方港はコスト重視貨物取扱港とし
て機能し、直近の後背地に立地する大荷主のFCL貨物を中心に取り扱う港と
して位置づけられる。それに対して5大港はサービス重視貨物取扱港としても
1）広島港については津守貴之［1992a］、博多港については津守貴之［1990］を参照。
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機能し、FCL貨物を典型として多品種・多頻度・少量：・多方面輸送を必要と
する貨物を全国的に集荷し取り扱う港として位置づけられる。この国内港湾間
の機能分担あるいは階層性は、本論で述べた理由によって、流動化させること
はきわめて困難である。1）
　しかしこのことは大枠としての東アジア物流体制の再編成という背景がなけ
れば顕在化しなかったものである。東アジア物流体制の再編成とは、港湾間関
係のみを単純に取り上げるならば、日本の主要港以外のその他のアジア諸国の
主要港が東アジア地域におけるハブ（リレー）・ポートになるというものであ
る。地方圏貨物の5大港依存度の低下＝地方港の「国際化」は日本以外の東ア
ジア諸国の主要港湾との連結が可能であり便利であるという状況なしには考え
ることができない。以前に筆者が指摘したように、2）日本の地方港の「国際
化」は国内主要港である5大港から日本以外のアジア諸国主要港にハブ・ポー
トを代えただけにすぎない。したがって第2に地方港の「国際化」は東アジア
的規模での港湾間階層構造の再編成という側面をも持つものであると言える。
　このように見てくるならば、単純な発展段階的視角とそれにもとつく「分析」
が、少なくとも日本の地方港に関するかぎり、ほとんど希望的観測にすぎない
ということが簡単に分かる。単純な発展段階的視角は港湾間関係の考察が欠如
しているばかりでなく、地方港が「国際化」しつつあるその原因あるいは条件
についても十分な分析を加えていないものが多い。
　また「対等な港湾関係論」についても現実認識の甘さが見られる。現実の事
態は対等な港湾間関係の形成などではなく日本的規模での階層性から東アジア
的規模での階層性への転換であることは明らかである。地方港の「国際化」と
は、そうした中で束アジア地域に直接に日本の地方圏が統合されていく姿を港
1）博多港や北九州港等の一部の地方港は直近の後背地の荷主に対して、航路の有無によっ
て制限されるが、5大港に準ずるサービス重視型貨物の取り扱いが可能な港である。した
がって5大港と地方港の中間にこれら港湾を位置づけることができる。津：守貨之［1994c］
参照。
2）津守貴之［1994］参照。
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湾物流から映し出したものである。さらにその主体はかならずしも地方圏の地
場中小企業ではない。本論でも見たように地方港の「国際化」を協力に推し進
めているものは巨大メーカー一を中心とした大荷主である。そこには「対等な港
湾関係」を保証する事実ではなく、東アジア規模での新たな国境を越えた地方
間階層秩序を浮かび上がらせる現象がより鮮明に認められるのである。1）
　1）発展段階的視角については、例えば、田原栄一［1995］は、地方港（この論文では大
分港）が本格的な外貿コンテナ港湾に発展するためには「航路網の充実と貨物の集積の好
循環の創出」が必要であり、そのためにはまず第1に「ベースカーゴの確保」、次に「船
社に対する港湾施設・機能の充実」および「荷主に対するアクセス条件、機能面の条件の
整備」が不可欠であると語っている。しかし「ベースカーゴの確保」はともかくとして、
「船社云々」　「荷主云々」に関しては、ハードの施設整備についてはこれらの方策を講じ
ても現実には直近の後背地の貨物が少なすぎるために限界があること、ソフトの機能整備
についても集荷力のある港湾だからこそ機能整備は進むわけで、直近の後背地の貨物しか
集荷できない状況のなかでどのようにして機能整備を進めていくのかについては一向に分
からない。これらの問題はひとえに日本の物流構造全体および後背地企業の物流慢性につ
いての分析を行っていないことから生じていると思われる。
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